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I 平成 27年（一）第■·号 内閣官房行政文書不開示処分取消請求控訴事件（原 1

i審・東京地方裁判所平成2 5 年（■■）第一号）
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I 第 1 控訴の趣旨
. 1 原判決を取り消す。

1 2 処分行政庁が，平成 24 年 1 月 1 6 日付けで控訴人に対してした原判決【別
i • | 
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I 紙 1] 文書目録第 1 記載の各行政文書の一部を不開示とする旨の決定（閣情第 1 1 | 

号ただし，平成 26 年 5 月 2 6 日付け閣情第 392 号行政文書変更開示等決定にi

よる変更後のもの。）のうち，氏名に関する不開示決定部分を除く部分を取り消す。＇

3 処分行政庁が，平成 24 年 4 月 1 8 日付けで控訴人に対してした原判決（別

紙 1 】文書目録第 2記載の各行政文書の一部を不開示とする旨の決定（閣情第 1 8 | 

9 号。ただし，平成 2 6 年 5 月 2 6 日付け閣情第 3 9 3 号行政文書変更開示等決定

による変更後のもの。）のうち，氏名に関する不開示決定部分を除く部分を取り消

す。

4 処分行政庁は，控訴人に対し，前 2 項の取消請求に係る部分を開示する旨(!)

決定をせよ。

第 2 事案の概要（略語は，新たに定義しない限り，原判決の例による。以下．本

判決において同じ。）

1 ・控訴人は，行政機関の保有する情報の公開に関する法律（情報公開法）に基

づき，処分行政庁に対し， （ 1 ）平成 23 年 1 2 月 1 5 日， 「情報保全の在り方に関

する有識者会議，秘密保全法制の在り方に関する検討チームの配布資料，議事内容

のわかるものであって，ホームページで公表されていないもの」に該当する行政文

，書の開示請求（本件開示請求 1) を， （ 2 ）平成 24年 3 月 1 9 日． 「『秘密保全法

制の在り方に関する検討チーム作業グループ』の配布資料・議事内容のわかるも

の」に該当する行政文書の開示請求（本件開示請求 2) をそれぞれしたところ，処

分行政庁から．本件開示請求 1 に対しては，同年 1 月 1 6 日付けで，原判決（別紙

、 1] 文書目録第 1 記載の各行政文書のうち，その一部を不開示とする旨の決定（閣

情第 1 1 号）を，本件開示請求 2 に対しては，同年 4 月 1 8 日付けで，同目録第 2

記載の各行政文書のうち，その一部を不開示とする旨の決定（閣情第 18 9 号）を

I 受けた。なお，処分行政庁は，その後，控訴人に対し，本件開示請求 1 に係る一部 I
；不開示決定については平成 2 6 年 5 月 2 6 日付け閣情第 3 9 2 号行政文書変更開示

I 等決定により本件開示請求 2 に係る一部不開示決定については同日付け閣情第 3 1 
I、—ー·~ --‘^ ••~ ”99-- -」
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けを求めた（本件義務付けの訴え）事案であ

2 原審は，本件取消しの訴えについては，控訴人の請求；，

1 本件義務付けの訴え（申請型の義務付けの訴え）については，

I 定が取り消されるべきものでない以上，不適法である（行政尋

第 1 項 2号）として， これを却下した。

これに対し，控訴人が原判決を不服として，本件控訴の提起をした。I 3 法令の定め，前提となる事実争点及び争点に関する当事者の主張は，次の
とおり改めるほかは，原判決の「事実及び理由」の「第 2 事案の概要」 1 ないし

4 （原判決 3 頁 1 5 行目から 2 2 頁 2 行目まで。別紙を含む。）に記載のとおりで

あるから，これを引用する。

(1) 原判決 6 頁 6行目の「 1 2 条以下の」を「 1 2 条以下に」と改める。

I (2) 原判決 7 頁末行及び 8 頁 1 4 行目の各「顕著な事実」をいずれも「記録上i

明らかな事実」と改める。

(3) 原判決 8 頁 1 1 行目の「口頭弁論期日」を「原審口頭弁論期日」と改める。i

(4) 原判決 9 頁 1 7 行目の「認める」を「認めること」と改める。 • II 
1 (5) 原判決 1 1 頁 4行目の「不開示情報性」を「不開示情報該当性」と改める。 1

I (6) 原判決 1 1 頁末行の次に改行の上，次のとおり加える。 ! 
I 「 そして，何人にも開示請求権を保障し，情報公開法 5 条各号に該当する場合］
iを除き，行政機関の長に情報を開示する義務を負わせた情報公開法の基本的枠祖みi

）とその趣旨に照らせば，情報公開法 5 条 3 号の規定は行政機関の長の第一次的哨l,

断を尊重することを趣旨として立案されているものではあるが， 「国の安全が害さ l

• 9 l------—~ --------~-_i 
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l れるおそれ（中略）があると行政機関の長が認めるにつき相当の理由がある惜報」

に該当することについて，その立証責任を実施機関から控訴人に転換することを許

容しているものではなく，行政機関の長による第一次的判断の合理性，妥当性の第

一義的な立証責任は．同条各号の他の不開示事由と同様，被控訴人において負担す

るものというべきである。」

(7) 原判決 1 4 頁 1 行目末尾の次に「また，被控訴人が，秘密取扱者適格性確

＇認制度という事務のために，センシテイプ情報とも解される個人情報の保有を行っ

ていることは明らかであり行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律（以

下「行政機関個人情報保護法」という。）に照らせば，秘密取扱者適格性確認制度 1
I 
I の事務には，何らかの明確な法令上の根拠があるというべきである。」を加える。 1 

! (8) 原判決 1 4 頁 1 8 行目の「適正」を「適性」と改める。 1 
I 

(9) 原判決 1 7 頁末行の「情報公開法」の次に「 5 条」を加える。 1’ 

(10) 原判決 1 8 頁 7, 8 行目の「損なう」を「損なわれる」と改める。~ I 
| (11) 原判決 2 1 頁 6 行目の「考慮すれば，」の次に「その後， 「秘密保全のた

I めの法制の在り方に関する有識者会誡」により取りまとめられ，本件報告書と多く

の部分で共通している本件報告書が公開されたとしても，」を加える。 i 
i 

l I {12) 原判決 5 0 頁（別紙 2)_ 1 6 行目の「書面」の次及び 5 1 頁（別紙 2) 1 I’り
1! 
I 9 行目の「行政不服審査法」の次にいずれも「（（括弧内略））」を加える。 I 

I I 
1 第 3 当裁判所の判断 l 
l 1 当裁判所も，原審と同じく，本件訴えのうち，処分行政庁に対し，本件各不！

I 開示部分の開示決定の義務付けを求める部分（本件義務付けの訴え）はいずれも不］
適法なものとして却下すべきであり，控訴人のその余の請求（本件取消しの訴えに l

係る請求）はいずれも理由がないから棄却すべきものと判断した。その理由は，次 1

1 のとおり改めるほかは，原判決の「事実及び理由」の「第 3 当裁判所の判断」 1 I 
［ないし 3 （原判決 2 2 頁 4行目から 4 6 頁 1 1 行目まで）に記載のとおりであるか 1·
ら，これを引用する。 • I 
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l - --- -—-- ----7 l (1 l ．原判決 22 頁 1 2 行目の「あり方Jヽを「在り方」と改める。

(21 原判決 24 頁 1 行目の「特別管理秘密を秘密の取り扱う」を「特別管理秘

密を取り扱う」と改める。

l (3) 原判決24 頁 6 行目の「規定」

原判決 27 頁 4行目の「調査対象者」を「評価対象者Jと改める。

(5) 原判決 28頁 7 行目の「理由のある」を「理由がある」と改める。

' (6) 原判決 28 頁末行の次に改行の上，次のとおり加える。

l 「 この点，控訴人は，情報公開法 5 条 3 号の規定が行政機関の長の第一次的判
l 断を尊重することを趣旨として立案されたものであるとしつつ，同号所定の「国の
安全が害されるおそれ（中略）があると行政機関の長が認めるにつき相当の理由が

ある情報Jに該当することについて，行政機関の長による第一次的判断の合理性，

妥当性の立証責任は，第一義的には被控訴人において負担すべきものであるなどと

＇主張するが，、上記に説示したところしこ照らし，採用することができない。」 ( 

|7) 原判決 3 1 頁 1'8 行目の「前記 (2)・（り） a 」を「前記 (2) イ（り） a,」と，岡 1 . 

I 9 行目の「前記｛2) （り）• C 」を「前記 (2) イ（り） C 」とぞれぞれ改める。 . 

•I (8) 原判決 32 頁 2 2行目末尾の次に「なお，控訴人は，行政機関個人情報保
護法に照らせば，秘密取扱者適格性確認制度の事務には何らかの明確な法令上の根

i拠があると解さなければならないなどとも主張するが，控訴人が指摘する行政機関

I個人情報保護法は，行政機関における個人情報の取扱いに関する基本的事項を定め
．i|ることにより行政の適正かつ円滑な遷営を図りつつ，個人の権利利益を保護する

I ことを目的とする法律であり（同法1 条），同法が秘密取扱者適格性確認制度に関ノ l
，する法令土の根拠となるものではなく，その他，同制度について法令上の根拠となi,

るべき規定があるとは認められないから，控訴人の上記主張は採用することができ

1 ない。」を加える。

I. (9) 原判決3 6 頁 5. 6行目の「秘密保全の関する」を「秘密保全に関する」 1 

lと改める。 ・
. -------------,..ー-----―-l1, 
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□````2口｀｀ー：：三｀｀｀こ」の次［こここ］！
，主張するとおり，本件不開示部分②について，本件報告書の結論に至る検討過程が 1’―

1 記載されていることを考慮しても，」を加える。 1 

I 2 その他，控訴人は，当審において種々主張するが，上記 1 において改めた上 l
l 引用した原判決の詑定，判断を左右するものはない。

I 第 4 結論
’ よって，原判決は相当であり，本件控訴は理由がないから，これを棄却すること

とし，主文のとおり判決する。

東京高等裁判所第 1 民事部

裁判官 鈴木和典

裁判長裁判官石井忠雄及び裁判官石橋俊ーは，差し支えのため，署名押印するこ

とができない。

裁判官 鈴木和典 ! 

• [--------•一••--一• -- -• •-----'--9  - - ---- "P - ------------ ------ ----J 
-6 - 東京高等裁判所



虹'1000"り（墜）謡章
<’ 

卜

` 

は正本である。

平成 2 8 年 5 月 1 8 日

』所第 1 民事部

小林

東京（高） 1か000456




